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新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ 

 

当社は、平成23年２月10日（木）開催の当社取締役会において、新株式発行及び当社株式の売出しに関し、下記

のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、当社は本日、株式会社東京証券取引所より、当社株式の東京証券取引所への上場承認（市場区分未定）をい

ただいております。詳細につきましては、本日付当社開示資料「東京証券取引所上場承認に関するお知らせ」をご参

照下さい。 

 

【本資金調達の背景と目的】 

当社グループは、コネクタ等の電気・電子部品、車載用センサーをはじめとした自動車部品及び半導体製造装置の

製造・販売を主たる業務として、「“Perfection in  PRECISION” 精密かつ完璧なものづくりにこだわる」の経営

理念のもと、創業来の超精密金型技術を「核」に、電子機器用細線同軸コネクタ、ハードディスク機構部品、複合イ

ンサート成形技術を駆使した自動車部品の一貫生産技術、並びにその微細加工技術を応用した全自動半導体樹脂封止

装置や液晶関連加工装置の製造販売へと事業を培ってまいりました。 

 特に、当社主要事業である電気・電子部品事業に関しては、LED バックライト光源を使用したノートパソコン及び

タブレットパソコン等の普及拡大を背景として、同製品向け細線同軸コネクタの販売が好調に推移しております。電

子部品業界は、デジタル化、情報化の進展により、エレクトロニクス新製品の開発、通信分野におけるワイヤレス化、

光通信技術の発展が進んでおり、このような技術の進展によるアプリケーションの広がりに対応して、新しい電子部

品の開発が一層進み、今後も高い成長性が期待されます。 

当社グループは、今般の当社株式の東京証券取引所への上場を新たな成長ステージへの転換点と位置づけており、

同時に本公募増資を実施することにより、今後需要拡大が想定されるコネクタや自動車電装部品等の高付加価値製品

の生産能力拡大及び効率化のための資金調達を行うことは、当社グループの財務基盤を強固にすると同時に、企業価

値向上に資するものと考えております。 

また、本資金調達と同時に当社株主を売出人とする株式売出しを実施し、株主分布状況の改善及び株式流動性の向

上を図ってまいります。

ご注意： この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を

目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出

届出目論見書及び訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願

いいたします。 
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記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

（１） 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

当社普通株式 1,500,000株 

 

（２） 

 

払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 

日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される

方式により、平成23年２月21日（月）から平成23年２月23日（水）までの間

のいずれかの日（以下、「発行価格等決定日」という。）に決定する。 

 

（３） 

 

増 加 す る 資 本 金 

及 び 資 本 準 備 金 

に 関 す る 事 項 

 

増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金等

増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。また、増加する資本準備金の額は、当該資本

金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

（４） 

 

募 集 方 法 

 

一般募集とし、大和証券キャピタル･マーケッツ株式会社、野村證券株式会社、

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社、みずほインベスターズ証券株式

会社、日興コーディアル証券株式会社、いちよし証券株式会社、メリルリンチ日

本証券株式会社、コスモ証券株式会社、西村証券株式会社及び岡三証券株式会社

（以下、「引受人」と総称する。）に全株式を買取引受けさせる。 

なお、一般募集における発行価格（募集価格）は、日本証券業協会の定める有価

証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、発行価格等決定

日における株式会社大阪証券取引所の当社普通株式の終値（当日に終値がない場

合は、その日に先立つ直近日の終値）に0.90～1.00を乗じた価格（１円未満端

数切り捨て）を仮条件として、需要状況を勘案した上で決定する。 

 

（５） 

 

引 受 人 の 対 価 

 

引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集における発行価格（募

集価格）と引受人より当社に払い込まれる金額である払込金額との差額の総額を

引受人の手取金とする。 

 

（６） 

 

申 込 期 間 

 

発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後の日まで。 

 

（７） 

 

払 込 期 日 

 

平成23年３月２日（水） 

 

（８） 

 

申 込 株 数 単 位 

 

100株 

 

（９） 

 

払込金額、増加する資本金の額及び資本準備金の額、その他本公募による新株式発行に必要な一切の事項

の決定については、当社代表取締役社長に一任する。 

 

（10） 

 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し） 

（１） 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

当社普通株式 300,000株 

 

（２） 

 

売 出 人 及 び 

売 出 株 式 数 

 

株式会社ＤＩＴ  113,800株 

福元 哲巳    26,700株 

多久和 悠    20,800株 

篠田 盛久   15,000株 

土山 隆治   11,500株 

後藤 信明    11,500株 

宮川 勲    11,500株 

片淵 健二郎    11,400株 

緒方 健治    10,000株 

矢野 謙二    10,000株 

原田 隆    10,000株 

碇 真壽身   10,000株 

垣内 冨男   10,000株 

美馬 博行   10,000株 

平岡 是昭    7,700株 

佐牟田 穰    3,800株 

原 昭彦     2,300株 

田篭 康利    2,000株 

角田 宗煕    2,000株 

 

（３） 

 

売 出 価 格 

 

未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は前記「１．公募による新

株式発行（一般募集）」における発行価格（募集価格）と同一の金額とする。）

 

（４） 

 

売 出 方 法 

 

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社（以下、「売出しにおける引受人」と

いう。）に全株式を買取引受けさせる。売出しにおける引受人の対価は、売出価

格から売出しにおける引受人により売出人に支払われる金額である引受価額を

差し引いた額の総額とする。なお、引受価額は前記「１．公募による新株式発行

（一般募集）」における払込金額と同一の金額とする。 

 

（５） 

 

申 込 期 間 

 

前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」における申込期間と同一とする。

 

（６） 

 

受 渡 期 日 

 

平成23年３月３日（木） 

 

（７） 

 

申 込 株 数 単 位 

 

100株 

 

（８） 

 

売出価格、その他本株式の売出しに必要な一切の事項の決定については、当社代表取締役社長に一任する。

 

（９） 

 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 



ご注意： この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を

目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出

届出目論見書及び訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願

いいたします。 

4

 

 

３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（後記＜ご参考＞１．をご参照のこと。） 

（１） 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

当社普通株式 250,000株 

なお、上記売出株式数は上限を示したものであり、需要状況により減少し、又は

オーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合がある。最

終の売出株式数は、前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」及び「２．

当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し）」に伴い、その需要状況

を勘案し、発行価格等決定日に決定する。 

 

（２） 

 

売 出 人 

 

大和証券キャピタル･マーケッツ株式会社 

 

（３） 

 

売 出 価 格 

 

未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は前記「１．公募による新

株式発行（一般募集）」における発行価格（募集価格）と同一の金額とする。）

 

（４） 

 

売 出 方 法 

 

大和証券キャピタル･マーケッツ株式会社が、前記「１．公募による新株式発行

（一般募集）」及び「２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し）」

における需要状況を勘案した上で、250,000株を上限として当社株主より借受け

る予定の当社株式について売出しを行う。 

 

（５） 

 

申 込 期 間 

 

前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」における申込期間と同一とする。

 

（６） 

 

受 渡 期 日 

 

平成23年３月３日（木） 

 

（７） 

 

申 込 株 数 単 位 

 

100株 

 

（８） 

 

売出価格、その他本株式の売出しに必要な一切の事項の決定については、当社代表取締役社長に一任する。

 

（９） 

 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

以  上 
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＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

 前記「３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」記載のオーバーアロットメントによ

る売出しは、前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」記載の一般募集及び「２．当社株式の売出し（引

受人の買取引受けによる売出し）」記載の引受人の買取引受けによる売出しに伴い、その需要状況を勘案し、

250,000株を上限として大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式（以下、

「貸借株式」という。）の売出しであります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は上限を示したも

のであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合が

あります。 

 これに関連して、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、大和証券キャピタル・マーケッツ株

式会社は、引受人の買取引受けによる売出しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出し

の売出数を上限として、追加的に当社普通株式を取得する権利（以下、「グリーンシューオプション」という。）

を、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以下、

「申込期間」という。）終了日の翌日から平成23年３月24日（木）までの間を行使期間として、当社株主より

付与される予定であります。 

 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、申込期間中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合が

あり、当該安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部を貸借株式の返還に充当する場合があります。 

 また、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、申込期間終了日の翌日から平成23年３月24日（木）ま

での間（以下、「シンジケートカバー取引期間」という。）、オーバーアロットメントによる売出しを行った株

式数を上限として、株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪証券取引所において当社普通株式の買付け（以下、

「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買付けられた株式は

全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内においても、大和証券キャピタル・

マーケッツ株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出

しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から上記

の安定操作取引及びシンジケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、

グリーンシューオプションの行使を行う予定であります。 

 

２．今回の一般募集による発行済株式総数の推移 

  （１）現在の発行済株式総数               15,222,800株 （平成23年２月10日現在） 

  （２）一般募集による増加株式数              1,500,000株 

  （３）一般募集後の発行済株式総数            16,722,800株 
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３．調達資金の使途 

（１）今回調達資金の使途 

 今回の一般募集による差引手取概算額6,174,875,000 円については、4,500,000,000 円を平成23年３月

期及び平成24年３月期の２期間中における当社の電気・電子部品事業及び自動車部品事業の生産設備に対

する投資資金に充当し、500,000,000 円を平成 24 年３月期中に在外子会社である上海第一精工模塑有限公

司への投融資資金、残額を平成24年３月期中に在外子会社であるSINGAPORE DAI-ICHI PTE. LTD.への投融

資資金に充当する予定であります。 

 投融資先の資金使途については、平成24年 3月期中において上海第一精工模塑有限公司及びSINGAPORE 

DAI-ICHI PTE. LTD.の電気・電子部品事業の生産設備に対する投資資金に充当する予定であります。 

 なお、当社グループの設備投資計画の主な内容については、平成23年２月10日現在（ただし、投資予定

金額の既支払額については平成22年12月31日現在）以下のとおりとなっております。 

 

投資予定金額 着手及び完了予定 

会社名 所在地 
セグメント

の名称 
設備の内容

総額 

（千円）

既支払額

（千円）

資金調達

方法 着手 完了 

完成後の

増加能力

提出会社 
小郡工場等（福岡

県 小郡市他） 

自動車部品

事業 
生産設備 1,379,000 304,314

自己資金

・増資資金

平成 

22.4 

平成 

24.10 

提出会社 
小郡工場等（福岡

県 小郡市他） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 6,895,000 1,549,136

自己資金

・増資資金

平成 

22.4 

平成 

24.10 

株式会社アイペック

ス 

提出会社 小郡

工場等（福岡県 

小郡市他） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 233,000 40,998 自己資金

平成 

22.4 

平成 

24.8 

松江第一精工株式会

社 

本社・工場（島根

県 松江市） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 1,107,000 309,485 自己資金

平成 

22.11 

平成 

24.3 

SINGAPORE DAI-ICHI 

PTE. LTD. 

本社・工場（シン

ガポール） 

電気・電子

部品事業 
建物改修 150,000 49,460 自己資金

平成 

22.6 

平成 

24.9 

SINGAPORE DAI-ICHI 

PTE. LTD. 

本社・工場（シン

ガポール） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 2,672,000 429,288

自己資金

・増資資金

平成 

22.6 

平成 

24.9 

MDI SDN. BHD. 
本社・工場（マレ

ーシア ジョホー

ルバル） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 100,000 26,939 自己資金

平成 

22.4 

平成 

24.3 

THAI DAI-ICHI SEIKO 

CO., LTD. 

本社・工場（タイ 

チョンブリ） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 580,000 118,823 自己資金

平成 

22.4 

平成 

24.3 

上海第一精工模塑有

限公司 

本社・工場（中国 

上海） 

電気・電子

部品事業 
生産設備 1,034,000 167,513

自己資金

・増資資金

平成 

22.4 

平成 

24.9 

－ 

（注）１

 （注）１ 完成後の増加能力につきましては、生産品目が多種多様にわたっており、算定が困難であるため記載し

ておりません。なお、上記の設備計画は生産能力の拡大及び効率化を目的として、コネクタや自動車電

装部品等の需要に対応するための、金型をはじめとした機械装置への投資が中心であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

 

（２）前回調達資金の使途の変更 

該当事項はありません。 

 



ご注意： この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を

目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出

届出目論見書及び訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願
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（３）業績に与える影響 

当期の業績に与える影響は軽微ですが、上記３．（１）に記載の使途に充当することにより、当社グルー

プの将来的な収益力の向上及び財務基盤の強化に資するものと考えております。 

 

４．株主への利益配分等 

（１） 利益配分に関する基本方針 

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつ

つ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

     

（２） 配当決定に当たっての考え方 

当社の剰余金の配当は期末配当の年１回を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。

なお、当社は、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、配当の

決定機関は取締役会であります。 

     

（３） 内部留保資金の使途 

内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えと設備投資及び研究開発費用に有効投資して行き

たいと考えております。 

  

（４） 過去３決算期間の配当状況等 

（連結） 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 152.92円 270.44円 296.32円

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 

（うち１株当たり中間配当金） 

8.00円

（－）

8.00円 

（－） 

10.00円

（－）

実 績 配 当 性 向 5.2％ 3.0％ 3.4％

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 11.0％ 18.2％ 17.9％

純 資 産 配 当 率 0.6％ 0.5％ 0.6％

(注) １ 実績配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり当期純利益で除した数値です。 

 ２ 自己資本当期純利益率は、決算期末の当期純利益を自己資本（期首純資産の部合計から新株予約

権及び少数株主持分を差し引いた値並びに期末純資産の部合計から新株予約権及び少数株主持分

を差し引いた値の平均）で除した数値です。 

 ３ 純資産配当率は、１株当たりの年間配当金総額を純資産（期首１株当たり純資産と期末１株当た

り純資産の平均）で除した数値です。 

       

５．その他 

（１） 配分先の指定 

該当事項はありません。 

 

（２） 潜在株式による希薄化情報 

該当事項はありません。 

 

（３）過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等 

① エクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 
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② 過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

始   値 2,770円 1,620円 1,450円 3,075円

高   値 3,100円 2,685円 4,880円 4,750円

安   値 930円 865円 1,301円 2,026円

終   値 1,608円 1,490円 3,060円 4,315円

株価収益率（連結） 10.2倍 9.7倍 11.3倍 －

(注) １ 株価は、平成20年３月期から平成22年３月期までに関しては株式会社ジャスダック証券取引

所（現株式会社大阪証券取引所）、平成 23 年３月期に関しては株式会社大阪証券取引所にお

けるものであります。 

 ２ 平成23年３月期の株価については平成23年２月９日現在で表示しております。 

 ３ 株価収益率は、決算期末の株価（終値）を１期前の決算期末の１株当たり当期純利益で除した

数値です。 

以  上 


